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審議経過（主な発言要旨等） 

議題及び書面審議結果 

⑴ 令和３年度小金井市総合防災訓練の中止について 

（土屋公募委員） 

避難所開設訓練（案）は、１．５時間内で５～１５分間でのタイトなタイムテーブルとなって

いる。作業が円滑に実施されればよいが、コロナ対策をはじめ予測されない事態にも即応が求め

られる。訓練開始から終了まで災害現場対応の経験者立会いによる訓練終了時のチェック（講

評）・実際の開設時のアクション修正提案などにも十分時間をかける必要があると考えます。 

 

⑵ 小金井市地域防災計画の修正について 

（土屋公募委員） 

地震については、主として「南海トラフ地震」が記してあるが、むしろ幣市にとっては「首都

直下型地震」とすべきで、これには東京湾北部、立川断層帯、大正時代の関東大震災の再来、東

海地震（南海トラフ巨大地震の一部）の４タイプが含まれると理解した方がよいと考えます。 

 

⑶ 小金井市国土強靭化地域計画の策定について 

（東京ガス株式会社 岡村委員） 

近年、風水害による災害が激甚化・頻発化しており、大規模で長期の停電が発生しています。長期

の停電時において、避難所の機能を維持し、また避難所での良好な生活環境を確保する事が必要で

す。令和元年台風１５号（房総半島台風）・１９号（東日本台風）では、大規模な停電が発生しまし

た（台風１５号では最大約９３４，９００戸、台風１９号では最大約３１０，４００件）。そして、

復旧は長期化し、台風１５号では７２時間経過後も３６％（約３４万世帯）の需要家が未復旧でし

た。系統電力停電時への備えが急務になっていることからも、平時の環境負荷軽減と災害に対する強

靭性を持つ自立・分散型エネルギーの導入など、自立化・多重化によるエネルギーの確保が必要と考

えます。  

小金井市における強靭化に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため、主に「風水害による長

期の停電への対応の強化」を図る視点から、ア、イを踏まえて以下のとおり意見書を提出します。 

ア ２０１９年台風１５号により千葉県を中心に大規模かつ長期の停電が発生するなど、地球温暖

化の影響に伴う風水害の激甚化が懸念されており、従来の想定を超える長期の停電への対応を強

化する必要がある。 

Ｐ１０（３）防災施設・避難施設については、「災害時に重要な拠点となる施設のエネルギー

の確保については、電気、都市ガス、ＬＰガス、再生可能エネルギーのほか、自立・分散型電源

であるコージェネレーションシステム等の導入など、様々なエネルギー源の特性等を踏まえた防

災機能の充実を図る必要がある。」と追記することを提案する。理由としては、災害時に避難所

となる重要な公共施設には、働く職員や避難された市民の方へ安全で安心かつ平常時の日常生活

に近い環境を提供することが重要であるため。また、災害による大規模停電発生時の災害対策本

部等、災害対応拠点の機能確保と、７２時間を超える長期の停電に対する備えとして、災害時の

みならず、通常時においても活用できる高効率なコージェネレーションシステムなどの自立分散

型エネルギーの導入を検討し、電源の自立化・多重化によるエネルギーの確保を図ることが重要

と考えるためである。 

イ 「東京都国土強靭化地域計画、２０１６年１月」において、電力供給ネットワーク等の機能停

止への対策として、自立分散型エネルギーの利用拡大（エネルギー供給の多様化を図るため、災

害時のみならず、通常時においても活用できる高効率なコージェネレーションシステムや自家発
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電機による電力確保など、自立分散型エネルギーの利用拡大に取り組む。）が取り上げられてい

る。 

Ｐ１６事前に備えるべき目標については、「住宅においては、太陽光・太陽熱などの再生可能

エネルギー設備とあわせて、気象等の条件に影響を受けにくい家庭用燃料電池や蓄電池等の導入

促進を図る。」と追記することを提案する。理由としては、住宅においては、太陽光・太陽熱な

どの再生可能エネルギー設備とあわせて、気象等の条件に影響を受けにくい家庭用燃料電池や蓄

電池等の導入促進を図り、災害時においても自宅で生活を継続できる環境を整えることで在宅避

難を推進していくことも可能になると考えるため。また、太陽光発電、家庭用燃料電池、蓄電池

にも活用できる電気自動車等の導入を促進するとともに、エレベーターの運転等に必要な電源を

確保した共同住宅の普及促進を推進方針に反映させることも重要と考えるためである。 

 

今後については、庁内調査実施後のとりまとめの結果を確認させていただき、下記の１.～４.に関

する内容について、意見書を提出させていただくことを検討しています。 

引き続きどうぞよろしくお願いいたします。  

 

【東京都国土強靭化地域計画より抜粋】脆弱性評価の結果について 

１．医療施設及び関係者の絶対的不足や被災、支援ルートの途絶やエネルギー供給の途絶による

医療機能の麻痺 

→「災害時におけるエネルギーの確保」の評価結果 

     ２．市の職員・公共施設の被災による機能の大幅な低下 

→「市施設の新増改築等における防災機能の整備」の評価結果 

     ３．エネルギー供給の停止による、社会経済活動、サプライチェーン維持への甚大な影響 

→「再生可能エネルギーの利活用促進」の評価結果 

     ４．電力供給ネットワーク（変電所、送配電設備）や都市ガス供給、石油・ＬＰガスサプライチ

ェーン等の長期間にわたる機能の停止 

→「災害時におけるエネルギーの確保」の評価結果 

   

（土屋公募委員） 

強靭化計画とあるが、内容は現状分析が主で、真の意味での強靭化計画となっていないと考え

ます。（これから具体策が考えられるのでしょうが？） 

ハード・ソフト両面から、人・物・金・ターゲットとする時期を含め具体的に何を行っていく

のか決めないと、強靭化計画は夢物語で終ると思います。 

特にこのような計画は、小金井市のリーダー達の強い意志が入る必要があると考えます。 

 

（中村公募委員） 

国土強靭化地域計画の策定に際しては、焦点をしぼった具体的で実効性のある計画となるよう

希望いたします。 

えてしてこのような全体的な計画では、すべてを万遍なく記載する総花的な計画となりやすい

と思われます。選定されたリスクシナリオすべてに対して、万遍なく記載するのではなく、小金

井市にとって致命的なリスクはなにか、小金井市がやるべきこと出来ることはなにかということ

を念頭におき、そこに傾注して計画する必要があると思います。 

例えば、小金井市においては洪水・土砂災害が危険な場所は限られており、少なくとも多数の

人命が損なわれるような大きなリスクではありません。限られた危険な場所に住む人たちへの情
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報提供と早期の避難に特化した計画にすべきと考えます。 

また、小金井市が恐れるべき地震は海溝型ではなく直下地震です。これまでの直下地震では、

被災地の中心から数ｋｍ〰１０ｋｍ程度離れると、被害はかなり少なくなります。そのため、も

し小金井市が大被害を受ける地震が発生しても、国・都や周辺市からの援助も十分期待できるこ

とから、すべてを小金井市で対処することにはならないと思います。 

こうしたことを考えると、小金井市が市として傾注しなければならないのは１－１建物の倒

壊、１－２火災、２－１食料とライフライン、２－２救助・救援、２－３医療、３－２市の機

能、７－１火災ではないでしょうか。これらのリスクに特に力を入れた計画とせねばならないと

考えます。 

また２０１８年の大阪高槻の地震など最近の都市域の地震被害を見ると、都市の地震では落下

物が非常に多く、時間帯によっては大きな被害がでる可能性があると思います。例えば駅前の旧

西友のビルなどは大量のガラスが降ってくる可能性がありますし、道路上の看板、学校の体育館

や各種ホールの天井も心配です。これは大地震ではなく、比較的小さな地震でも発生する可能性

があります。こうしたリスクはシナリオとしてあげられておりませんが、これは市が主体的に対

処せねばならぬ問題であり、こうしたことにも配慮する計画としていただければ幸いです。 

 

⑷ その他ご意見 

  （小金井市教育委員会 大熊委員） 

    コロナ終束した時にはしっかりと防災について考えていきましょう。 

 

（東京電力パワーグリッド株式会社 武蔵野支社 鳥越委員） 

    東京都地域防災計画へ掲示の電力事業関連事項に平仄を図りたく、関係項目の修正を希望しま

す。 

     

（小金井市医師会 三島委員） 

先日熱海で発生した土石流を見て、改めて自然災害の恐ろしさを実感しました。日本全土から

見たら非常に小さい地域での災害ですが、いまだに発見されない方もおられます。地震は高い確

率で東京近辺に発生すると言われています。これからは発生する前の対策に、より多くの時間・

マンパワー・予算を投じてゆくことが必要であろうと考えます。 

 

（小金井市社会福祉協議会 川畑委員） 

・小金井は比較的安全という意識を持っている人が多いように思う。年一度の防災訓練だけで

なく、市民への防災意識啓蒙活動が必要ではないか。 

・災害発生時、災害弱者の方達への対応はさまざまなので、臨機応変に対応出来る体制作りを

期待している。 

 

（小金井市悠友クラブ連合会 田川委員） 

    小金井市国土強靭化計画策定資料を大変立派にすべて網羅されていると思います。問題はいか

に実行できるか、どのように市民の意識を高めるかだと思います。大変住み良い町として深刻に

防災の大切さと情報が届いているか心配です。防災訓練に参加が少ない。時節として残暑時は少

ないです。高齢者のひとり暮らし、高齢者世帯が更に高齢化し、会の健康事業にも参加できない

人が増えています。毎月会員が分担して、見守り、訪問していますが、防災知識・情報を伝達す

ることの大切さ、具体的な避難の分担が必要だと思いました。 
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   （小金井市赤十字奉仕団・小金井防火女性の会 笠原委員） 

    各地で気候変動の影響が出ている中で小金井市は比較的安全安心のできる取組をされていると

思います。引き続き、より良い住みやすい市である事と一日も早くコロナの終息を願っておりま

す。 

 


